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Ａ 現状維持 集落へ有害鳥獣を近づけない集落の自助努力の喚起、猿群追跡システムの導入及び集落での追い払い体制の整備と併せ行なうことで
効率性を高める。
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改善についての取り組み

　

評価項目についてのコメント
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事業費計(A)

人件費（Ｂ）

猿害を軽減し、農産物の自給率確保のためにも、出没した群れの中の数頭を駆除することは被害軽減に必要である。

駆除することにより、当分の間は当該地域に出没することがなく、現時点では効果的である。

目標数量を上回っている。

駆除を行うことで、当分の間は集落に近づかなくなり効果的である。今後、集落の自助努力（人里周辺に住処となる遊休農
地を作らない、収穫を早める、エサになるものを残さない等）を促し、里へ有害鳥獣を近づけない（出没原因の除去等）手法
を進めることで効率性を確保する必要がある。
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駆除することで農作物、林産物への鳥獣害が軽減される。
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２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型
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猿駆除を行なった場合1匹につき3万円の報償金を支払う。 平成１９年度から有害鳥獣駆除に伴う出役については、猟
友会の合併に伴い本庁で委託契約を行なうこととなった。
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規模・構造

1

関連事業
年度

　委託先

年度

120

　
報償費 120

144

報償費 60

　 　

目標

実績

目標 3
実績 7

報償費

60

204 204

6060

204

平成２０年度 計画内容

60 60

事      業      費
国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担

60210

そ   の   他
一 般 財 源

計

コード

名称
担当部課

753500

青山支所　産業建設課

終了年度 平成

評価者
氏　名

藤原　四郎 連絡先
52

(内線)
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単位指標設定の考え方

頭数の減が被害の軽減に繋がる。
＊畑作物の被害額が把握できない。
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